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環境省方針とは？ 
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概要 

• 環境省「中間貯蔵除染土壌等の減容・再生利用技術
開発戦略検討会」は、原発事故の除染で出た汚染土
に関し、8,000ベクレル／kg以下を、「遮蔽および飛散・

流出の防止」を行った上で、全国の公共事業で利用で
きる方針を決定 

• 安全性を評価するためにおかれたワーキング・グルー
プは、非公開 

• 原子炉等規制法に基づく規則においては、原発の解
体などによって発生したコンクリートや金属などの再
生利用の基準は100ベクレル／kg。それ以上は、放射
性廃棄物として、厳重管理・処分 



環境省「中間貯蔵除去土壌等の減
容・再生利用技術開発戦略検討会」 

中間貯蔵開始後３０年以内に、福島県外で最終処分
を完了するために必要な措置を講ずることとしている
ことを踏まえ、除去土壌等の減容・再生利用に係る
技術開発戦略、再生利用の促進に係る事項等につ
いて検討を行う。 

① 減容・再生利用に係る技術開発戦略に係る事項 

② 再生利用の促進に係る事項 

③ その他、減容・再生利用技術の開発等に関して
必要となる事項 
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環境省「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会」 



放射線影響安全性評価検討 
ワーキンググループ 

 



 



 



 



 



除染の状況 

田村市、楢葉町、川内村、大熊町、葛尾村、川
俣町、双葉町は面的除染が終了。  



除去土壌等の量 
（平成27年度1月時点における推計値） 

 

 放射性セシウム濃度 除去土壌 

8,000Bq/㎏以下 約1,000万m3 

8,000Bq/㎏超10万
Bq/㎏以下 

約1,000万m3 

10万Bq/㎏超 1万m3 

環境省「中間貯蔵除染土壌等の減容・再生利用技
術開発戦略検討会」資料より 



 



 

環境省「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会」資料より 



• 一般公衆及び作業者に対する追加被ばく線量が
1mSv/yを超えないことを条件として、再生資材中の放
射性セシウム（134Cs＋137Cs)の濃度レベルを算出す
る。 

• 算出した濃度レベルに基づき、供用時の一般公衆に
対する追加的な被ばく線量の更なる低減のための遮
へい厚等の施設の設計に関する条件の検討を行う。 

• 再生資材の濃度レベル：8,000Bq/kg以下を原則とする。
なお、用途ごとの被ばく評価計算から誘導された濃度
（1mSv/y相当濃度）がこれ以下の場合は、その濃度以
下とする（次回検討会で検討予定）。 

• 破損時等を除く供用時における一般公衆の追加的な
被ばく線量が、放射線による障害防止のための措置
を必要としないレベル（0.01mSv/年＝10μSv／年…注）
になるように適切な遮へい等の措置を講じる。 

環境省「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会」資料より 



 

環境省「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会」資料より 



 

環境省「中間貯蔵除去土壌等の減容・再生利用技術開発戦略検討会」資料より 



 



 



 



 



 



 



 



そもそも・・・ 

集中管理、移動をさせないことが大
前提の汚染物質を、公共事業に
使ってしまっていいの？ 



さらにいえば・・・ 

１）吸い込みによる内部被ばくは？ 

２）累積被ばくは？  

ただでさえ被ばくが懸念されるような地域の場
合、さらに追い討ちをかけることに？ 

３）他の核種は？ 

 



３・１１前に決まったルールとは？ 

原子炉施設のクリアランス制度（これ以下では規
制を免除しますよ、という制度） 

 

放射性セシウム濃度にして100ベクレル／kg以下
のものはリサイクル可 
（原子炉等規制法第６１条の２第４項に規定する規則） 

それ以上は、「放射性廃棄物」として厳重に処分 

              ↓ 

これだって、「甘い！」と大きな批判があった 



 



 



原子炉施設のクリアランス制度 

総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部
会廃棄物安全小委員会において、平成１６年に報
告書を取りまとめ、平成１７年に原子炉等規制法を
改正し、クリアランス制度を導入 

 

• クリアランスレベルを算出するための線量の目
安：10μSv／年 

• 多核種を想定 

• 国の検査を２段階で行う 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
→製錬事業者等における工場等において用いた資材その他の物に含まれ
る放射性物質の放射能濃度についての確認等に関する規則（平成17年11
月22日経済産業省令第112号）に 
 



 



低レベル放射性廃棄物の処理 

• 使用済みのペーパータオルや作業衣など放射能濃度の
低い雑固体廃棄物は、焼却、圧縮などによって容積を減ら
してからドラム缶に詰め、原子力発電所敷地内の固体廃
棄物貯蔵庫に安全に保管されます。 

• フィルター・スラッジ、使用済みイオン交換樹脂は貯蔵タン
クに貯蔵し、放射性物質の濃度を減衰させてから、ドラム
缶に詰め、原子力発電所敷地内の貯蔵庫に保管します。 

• ドラム缶に詰められた廃棄物は、その後、青森県六ヶ所村
にある日本原燃の「低レベル放射性廃棄物埋設センター」
に運ばれ、コンクリートピットに埋設処分されます。 

（電気事業連合会） 



 



「帰還」「除染」ありきを 
見直すべきでは？ 



住民の帰還に関する意向 

 

36 

住民の帰還の意向 
（出典：「平成27年度 原子力被災自治体における住民意向調査結果」 

44.2

13.9

11.4

13.3

17.8

32.8

17.2

16.4

29.4

17.3

20.7

31.5

24

26.4

24.9

50.8

63.5

55

48

31.3

50.1

14.6

5.9

7.8

10.9

2.7

11.9

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

川俣町（n＝342）

富岡町（n＝3,635）

大熊町（n＝2,667）

双葉町（n＝1,672）

浪江町（n＝5,703）

飯舘村（n＝1,341）

６町村合計

戻りたい

まだ判断がつかない

戻らない

無回答



要請事項 

１．放射性廃棄物を含んだ除染土を公共事業で
利用する方針の撤回を求めます。 

２．「除染」「帰還」を前提とした除染土再利用の政
策を見直してください。 

３．除染のあり方、除染土の処分のあり方に関し
ては、福島県内外の各地の幅広い人たちの参
加のもとでの検討を行うようにしてください。 

４．「放射線影響に関する安全性評価ワーキング
グループ」のメンバー、議事録、全資料を公開
してください。 


